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4.1.3 要素技術３：アプリケーションを通じた予察情報収集発信（情報収集・発信の高度

化） 

 本要素技術では、「平成３０年度病害虫の防除に直結する発生予察体系への転換委

託事業」にて作成された“病害虫調査データ収集アプリケーション”を活用して、要

素技術１及び要素技術２にて収集する情報を集計し、従来の紙媒体を用いた情報発信

に対して、新たな情報の発信方法について検討した。特に、本年度はアプリケーショ

ンの普及を目指し、特定の防除所をモデルとしたアプリケーション活用事例モデルを

作成し、アプリケーションを防除所で活用するための要件を定めるとともに、事業終

了後のアプリケーションの普及拡大を目指した。 

 

(1) 病害虫調査データ収集アプリケーションの改良 

i. 研究方法 

• 過去データの取り込み機能開発 

 愛媛県の過去データ様式を参考に、過去データ取り込み様式を検討して実装し、

初期データ整備の効率化を確立した。 

 

 

 図２９. 過去データ取り込み機能のイメージ 

 

 

図３０. 愛媛県が過去データをまとめているエクセルファイル  
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• マスターデータの統廃合 

農作物名、病害虫名など複数に分かれていたマスタデータを統合して登録の簡便

化や視認性を向上させた。 

 

 

図３１．マスターデータの統廃合イメージ 

 

• 調査方法の廃止に伴う改修 

調査方法の廃止に伴って、調査方法を用いていた各機能の改良・修正を実施し

た。 

 

• その他の改良 

ＰＣ版アプリ内の文言などを含めたＧＵＩを改良した。現況報告作成機能に関し

てのフィードバックに対応した。 

 

ii. 結果と考察 

• 過去データの取り込み機能開発 

調査データをＥｘｃｅｌファイル形式（マトリクス表、リスト表の２形式）で入

力可能となり、蓄積された過去データの取り込みを効率的に行えるようになるこ

とで、統計データや、現況報告作成時に過去データを活用可能とした。  



39 

 

 

 図３２. 過去データ取り込み機能のイメージ 

 

• マスターデータの統廃合 

これまで別々だった、所属とユーザのマスタデータを統合し、農作物名、病害虫

名、調査項目のマスタデータを調査対象データとして統合した。関連するマスタ

データを１画面に統合することで視認性が向上し、マスタデータ登録時の繁雑さ

が解消された。 

 

 

 図３３. ユーザデータ・調査対象データの画面イメージ 
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• 調査方法の廃止に伴う改修 

 冗長になりがちな調査方法を削除したことで、調査対象を特定のために必要な

データが「農作物、病害虫、調査方法、調査項目」から「農作物、病害虫、調査

項目」とシンプルとなった。改修イメージは下図を参照。 

 

 

 図３４. 調査方法の廃止の改修イメージ 

 

• その他改良 

ＰＣ版アプリでのプリセットを利用した調査データ登録画面をＰＣ画面に適した

インタフェースに改良した。また、現況報告の一覧画面で概評を直接選択可能と

し、調査データとの連携時に農作物・病害虫を自動選択可能とした。 

 

図３５. インターフェースの改良イメージ 
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(2) 調査アプリの普及に向けた活動 

 本アプリケーションの普及に向けて、本アプリケーションの使い方について説明会

を実施し、普及に努めた。 

• 日時：令和４年２月１０日（金） 

• 参加者：４３都道府県病害虫防除所および県庁、農水省関係者、オプティム、 

ビジョンテック、農研機構の計１０４名 

 

(3) 調査アプリケーションの現地実証 

i. 研究方法 

• データ入力の実証 

８月から調査データの入力を開始した。水稲、夏秋ナスは９月まで、かきは１０

月まで、かんきつは１１月まで調査データを入力した。 

 

• データ出力の実証 

愛媛県で行っている「病害虫発生予察情報作成会議」で使う資料（図３６）を参

考に出力を実施した。データ出力の実証は８月分のデータを使用した。 

 

 

       図３６. 予察会議で使用する発生状況資料 
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• 現況報告機能の実証 

過去１０年間のデータを取り込み、現況報告機能（図３７）を試験した。 

 

 

図３７. 現況報告作成画面 

 

ii. 結果と考察 

• データ入力の実証 

 改良前のアプリで、水稲のデータ入力を実証した。データ入力に要する時間

は、従来の方法では約３３分、アプリによる入力では約４２分であり、アプリで

入力する方が遅くなっていた（表１４）。また、改良後のアプリで、かき・かん

きつ・なすのデータ入力を実証した（表１５）。かんきつについて、従来の方法

は３０分～４０分、アプリ入力は２０分～３０分であり、約１０分短縮できた。 

 

表１４. データ入力に要する時間（改良前） 

 

 

表１５. データ入力に要する時間（改良後） 
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• データ出力の実証 

病害虫発生予察情報作成会議で使用している資料と同じような形で出力ができ

た（図３８）。会議資料を作成する時間は、アプリを使用した方が多く時間を要

した。改善点として、うどんこ病など発病度で平年値と比べたいものが比較でき

ないことが挙げられる。また、計算式で算出した値と平年値の比較機能もあると

良いと考えられる。 

 

 

    図３８. アプリによる出力された発生状況資料 

 

• 現況報告機能の実証 

現況報告を普段のフォーマットで作成すると約２０分で完了した。アプリの 

フォーマットで現況報告を作成すると同じく約２０分で完了した。現況報告を複

製登録から登録した場合、概評更新でデータが自動更新され約５分で完了した。

１年間の現況報告のフォーマットを登録しておけば、時間が短縮されると考えら

れる。 

 

• 現地実証全体を通した考察 

 アプリを使用することにより、データ入力時間や現況報告をまとめる時間を短

縮することが可能となった。 

 過去データの取り込みに関しては、１万データを超えてくると取り込み時間、

取り消し時間が長くなるので、多いデータ（１万以上）を取り込むことは控えた

方がよいと思われた。 

 データ出力に関しては、予察会議用の資料作成として形にはなってきたが、発

病度など算出された値については順位がなかったため改善が必要となる。また資

料作りに少し時間がかかったのでブラッシュアップしていく必要がある。  
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4.2 本事業の普及に向けたヒアリング 

各要素技術の成果の普及に向け、各地の病害虫防除所における課題のヒアリングを行っ

た。この結果、『害虫発生状況の把握』『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及び発

信』の一連の流れについて、精度・スピードを低下させずに省力化する体系を構築するこ

とにはニーズがあることが確認できた。 

 

• ご協力いただいた防除所：岩手県病害虫防除所・熊本県病害虫防除所 

 

• ヒアリング結果： 

‐ 人出不足・調査対象病害虫増加により、『害虫発生状況の把握』の省力化及び精

度向上のニーズがある 

○ 病害虫防除所の負担が大きくなっている。県全域を１か所の防除所で管轄、

往復 300kmかけて出張することもある。(熊本県) 

○ 人出不足・調査対象病害虫の増加により、各調査における調査サンプル数が

不足。予察の精度が不十分なことがあるため、調査数を増やしたい。フェロ

モントラップの数を簡単に増やせる手法は嬉しい。(岩手県) 

○ 以前は調査結果の補完のために生産者にヒアリングを行っていたが、調査量

が増えてできなくなった(熊本県) 

○ 防除所の職員は 3年単位で入れ替わる・防除所外の人に委託することもある

ため、簡易で直感的な手法が求められる(熊本県) 

‐ ただし、新しい手法を取り入れる際には一時的に業務量が増えることがハード

ルである 

○ 過去データと連続性がなくなることを防ぐため、数年は従来の手法との並行

観測が必要となる(岩手県) 

○ 新しい手法の導入時には想定外のことが発生し工数がかかることが考えられ

る(熊本県) 

‐ 『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及び発信』について、簡便にわかりや

すく発信したいというニーズがある 

○ 調査結果・予測結果をそのまま発信するのではなく、生産者や指導員が判断

できるよう、解釈を加えて発信する必要がある(岩手県) 

○ 防除対象とする病害虫は、品種・地域によって変わる。推奨防除時期の幅の

持たせ方も、虫種ごとに変える必要がある。シミュレーションモデルの結果

を見ながら、普及員や防除所が解釈を加える必要がある。 (熊本県) 

○ 予察結果は、直前ほど精度が上がるが、運用上早めに散布日を決めたい。そ

この兼ね合いが重要。(熊本県)  



45 

 

5. 全体の考察 

本事業では人的リソースが限られた中で予察精度・スピードの低下を防ぐ新たな病

害虫発生に係る情報収集手法・発生予測の体系を確立することを目的とした技術の確

立・実用性の検証を行った。本目的に対する成果を考察する。 

要素技術１ではＡＩ・ドローンを活用した害虫発生状況の把握について調査した。

『粘着式フェロモントラップに補足された害虫をＡＩで自動的にカウントする手法』

では、目視検知数とＡＩ検知数の間に正の相関が見られ、得られた発生消長は一致し

た。これにより、目視での誘殺数調査の作業を、ＡＩで代替できる可能性が示唆され

た。『フェロモントラップで害虫を補足せずに害虫を自動的にカウントする手法』で

は、新手法による全撮影枚数及び撮影成功枚数から、従来法によるフェロモントラッ

プ誘殺数と同様の消長を捉えられることがわかった。これらはハスモンヨトウを対象

とした検証結果であるが、他種への汎用性についても期待できる。『粘着式フェロモ

ントラップに補足された害虫をＡＩで自動的にカウントする手法』について、虫種ご

とに学習を行うことで、他種でも同様にＡＩでカウントできる可能性がある。『フェ

ロモントラップで害虫を補足せずに害虫を自動的にカウントする手法』について、自

動撮影カメラは温度変化の検知により動体を自動撮影する仕様となっているため、他

種でも汎用的に使用できる可能性がある。将来的に、自動撮影・ＡＩでの自動カウン

トを組み合わせることで、より幅広い活用が期待できる。 

『ドローンを活用した圃場の被害調査』では、大豆のハスモンヨトウによる被害葉

（白変葉）については、ＡＩ検知数と見取調査結果との間に関係性が見られた。しか

し、ウコンノメイガによる被害葉（葉巻）については、ＡＩ検知数と見取調査結果と

の間に関係性は見られなかった。 

白変葉の検知と葉巻の検知に違いが発生した理由は、以下のような特徴の違いによ

ると考えられる。 

• 白変葉は、空撮画像により発見することが比較的容易であった 

(正常な葉とは色が明らかに異なる) 

• 葉巻は、空撮画像により発見することが困難な場合があった 

(風でめくれた葉裏・葉の影・縦になった葉等と、被害葉の区別が困難な場合が

ある) 

以上より、一般的に、画像中に検知対象の特徴が現れていないもの、または目視で

判断が困難なものに関しては、ドローン空撮・ＡＩでの診断が難しいと考えられる。

本事業におけるＡＩ作成は、空撮画像(ＲＧＢ画像)に対して、目視によりアノテーシ

ョンを行い、ＡＩへの学習を行うことで実施した（図４０）。このため、目視で確認

できないものに関しては正確にアノテーションできず、上記のような結果が得られた

と考えられる。ドローン空撮・ＡＩでの診断が活用できる場面として、例えば、広葉

の品目で色の変化により被害が現れる病害などが想定される。本技術が活用されれ
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ば、巡回調査時間の削減・調査が困難な圃場中心部のデータ取得による精度向上が期

待できる。 

要素技術２では、広域に発生するハスモンヨトウを対象に、気象データを活用した

本種の予測システムの開発を行った。本年度の研究結果より、６月下旬～７月中旬、

７月下旬～８月中旬のハスモンヨトウのフェロモントラップ調査結果から、ダイズの

ハスモンヨトウの発生予察で重要となる８月下旬～９月に出現する世代の発生時期を

７～１０日間の幅で予測することが概ね可能となった。この予測で得られるハスモン

ヨトウの発生時期の情報により、ダイズにおけるハスモンヨトウ防除時期を早期に計

画が可能となり、適正な防除や、防除を含めた栽培管理作業の効率化が図れる可能性

がある。 

要素技術３では、『病害虫調査データ収集アプリケーション』を活用して、要素技

術１及び要素技術２で収集する情報を集計し、発信する手法について検討した。より

実用的なアプリケーションを目指し、過去データの取込機能・現況報告の作成機能等

についての新規開発や改修を行った。開発したアプリケーションの実用性について、

愛媛県病害虫防除所で実証した結果、データ入力時間や現況報告作成の時間を短縮す

ることができた。データ出力機能については、平年値との比較機能がないことにより

手作業での並び替えが生じて時間がかかる、という課題が残った。実際に各地の病害

虫防除所で導入し、フィードバックを受けながら継続開発していくことで、より実用

的な収集・発信手法となると考えられる。 

本事業を通し、『害虫発生状況の把握』『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及

び発信』の一連の流れに関する体系を、確立することができた。本事業で確立した体

系をもとに、幅広い地域・対象病害虫への応用が期待できる。 

 

 

  図３９．ＡIの作成フロー  
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6. 本事業のまとめ 

本報告書記載の技術、調査手法は、仕様書規定の対象技術の条件である。 

• 調査員が現地に出向く回数の削減 

• 調査時間の短縮 

• 遠隔地の発生状況の把握 

について、予察精度・スピードを現在の人的リソースで維持、向上できるものと期待

される。 
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